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市場・産業技術・環境・価値観・政治などが多面におよび急速に変化してきている現代
社会において、企業は圧倒的に大きな影響力を有する組織体である。その影響は多岐にわ
たり、企業自身の大規模化、また、その活動範囲の拡大等、ますます社会に与える影響力
は増大しており、ひとたび、いわゆる「企業不祥事」が生ずると、その社会に対する負の
影響は深刻なものとなる。それは個々の企業における「不祥事」の頻発に対する批判だけ
ではなく、グローバリゼーションのもたらす社会的課題や、環境の将来にかかわる深刻な
課題への対応などをも含め、ミクロ・マクロ両視点から考慮されなければならず、その内
容は複雑である。
本稿では、企業ならびに企業活動の正当性を企業倫理（business ethics）に求める。そ
の際、企業倫理の主体を企業とし、責任の対象を社会として、その含意・展開を概観する
とともに、企業倫理に関するわが国での理解、そして「企業の社会的責任」（corporate
social responsibility；CSR）との関係を確認した上で、それらの実践内容を検討する。
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１．企業倫理と「企業の社会的責任」―含意ならびに関係の変遷―
（１）企業倫理の内実とその展開
1950年代のアメリカにおいては、企業を私的企業（private business）というよりは、
多数の利害関係者から構成された「社会制度」（social institution）と見なす傾向が台頭し、
外部環境の複雑さが増大するにつれ、企業経営者も、単に所有者利益および自己利益のた
めにのみ権限を行使することはほとんど不可能となった。すなわち、企業経営の関係参加
集団（related participant groups）の要求をも考慮しなければならない自覚を求められた
ことにより、経営者は新しい存在意義を社会から期待されることとなった。エプスタイン
（Epstein,E.M.）は、「企業と環境との相互作用に関する『敏感で洗練された理解』を絶え
ず変化する社会における企業の役割、果たすことができる役割について提供する」課程を、
学部および修士レベルでの経営学教育の重要な部分であるとしたゴードンとハウエル
（Gordon,R.A.&Howell,J.E.）による提起１、および、同年に、「よく教育された企業人にと
って、企業と社会との相互作用を理解することが重要である」としたピアソン
（Pierson,F.C.）による指摘２を紹介し、アメリカにおける1960年代は、経営教育に企業倫
理と「経営社会政策」（corporate social policy）が登場し、特に意義のある時代となった
ことを述べている３。その後、アメリカでは、政治ならびに経済界における不正や腐敗、
そしてそれにかかわる好ましくない事件等の経験を経て、1970年代以降、企業活動に社会
的価値や道徳性が問われる中で、企業倫理の積極的な取り組みは期待され、社会の強い関
心を呼び起こし注目されてきたのである。
企業倫理は、一方では、哲学ないし倫理学の分野から応用倫理学の一領域として、また
他方、経営学の双方から展開された。「応用倫理（学）」（applied ethics）４は、1970年代以
降に出現した倫理学の一分野であり、「規範倫理（学）」（normative ethics）や「メタ倫
理（学）」（meta-ethics）の成果としての規範を、個別事例に適用する方法を勘案し、具
体的な倫理的行動基準を示し、既成の原則や規則では対応が困難である現実の問題に対し
て期待される。したがって、「実践倫理（学）」あるいは「実際的倫理（学）」（ともに
practical ethics）という語が使用される場合もある。
また、経営学は、社会科学の一分野として企業を主に研究対象としており、そこでの理
論体系の確立は、企業の機能ならびに構造の究明であり、企業の社会的性格に対する理解
は避けることができない。アメリカで具体的にその領域を扱ってきたのは、1960年代から
企業と社会との間の関係を、経営学の一分野として体系的に分析・研究する「企業と社会」
（business and society；B&S）の理論、あるいは「経営における社会的課題事項」（social
issues in management；SIM）の研究である５。そこにおいて、「課題事項」（issue）、「利
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害関係者」（stakeholder）、さらに「制度化」（institutionalization）等の諸概念が確立され
ていった。具体的な手法として特徴的なことは、課題事項を、可能な限り詳細かつ具体的
に、認識ないし把握する必要性を示していることであり、課題事項と、それに関連しその
基本視座をなす利害関係者に対する分析・研究を通した企業の実践活動ならびに支援措置
に至るまでの一貫した取り組みである。すなわち、企業倫理の制度化（institutionaliza-
tion of business ethics）であり、それは内部における制度化（企業内制度化）のみなら
ず、社会的制度化をも含むものである。
以下では企業倫理の概念を、企業内部における業務遂行、ならびに業務の対外的展開に
関し、可能な限り、普遍的な価値基準にもとづく社会的規範に適合する行動を実現するこ
と―とし、以下においては、その①実践主体、②対象領域、ならびに③企業活動におけ
る倫理の性格、④商人道徳の継承性、についてより詳細に提示する。
第1は、企業倫理の確立・実践における現実的な主体をどのように考えるか、である。
要請されるのは、企業組織における倫理の確立・実践であり、その主体は、当然、企業で
はあるが、倫理は、社会制度のみならず、人間の存在や行為に起源を持ち、個々人の道徳
的心情との関与が避けられないことから、現実的には人間の集合体である企業の活動に際
して、総合的・最終的意思決定者である専門経営者はもとより、企業の意思決定にかかわ
る職務にある者の主導・牽引責任は極めて大きい。とりわけ経営者においては、職務との
関係においても必要不可欠である真の「profession性」、すなわち、高度の知識・技能なら
びに厳格な倫理観の保持が重要な鍵となる６。このことは、経営者に倫理的リーダーシッ
プが期待され、経営者は株主の単なる｢代理人」（chief agent）ではなく、企業自体の
「代理人」として、各種利害関係者の利害の調整が委ねられていることを意味する。
第2は、近年における企業倫理の対象領域である。資本主義において、継続的な財また
はサービスの生産ならびに販売活動に関しては市場の媒介が必須であり、したがって、企
業活動は、もっぱら市場という枠組みの内で考えられてきた。しかし、環境問題等、市場
外部への影響、とりわけ負の影響（外部不経済）の深刻化が、世界的に大問題となってき
ている。他方、1980年代からの「小さな政府」に代表される「新自由主義」（neo liberal-
ism）７の潮流は、従来、「公共政策」（public policy）の一環、あるいは公的業務とされて
きた分野における事業を企業が担う、すなわち市場原理に委ねるという現実を招いた。も
とより、企業の参入が不可能であった分野は、市場原理に不適合であるとの考えから、そ
の財源を税に求め、国ないし地方公共団体の責任で運営されてきたのである。これらのこ
とは、企業の負担すべき責任の範囲が拡大され、かつ負担すべき責任の重量が増大したこ
とを意味し、企業倫理の対象領域にさらなる重要性が付加されてきたことを証明する８。
第3に、企業活動における倫理性の性格について言及する。カント（Kant.I.）は、実践
的認識（行為にかかわる認識）は命法により認識され、「定言命法」、すなわち、主観的意
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思（格率）の普遍的意思（法則）の下への統制―において認識される善のみが道徳的善、
すなわち倫理であると言う。このことは、企業がその活動において、企業倫理を目的
―手段の枠組み、すなわち、戦略・戦術概念と関連づけて捉えることを否定する。企業
倫理への関心は、近年の「企業の社会的責任」（corporate social responsibility；CSR）
の論議ともかかわり、ますます重要度を増してきているが、倫理の本来的意味からして、
企業倫理が企業の目的達成の手段とはなりえないことに留意する必要をあえて述べたい。
最後に、わが国における企業倫理ならびにCSRを、江戸時代から存在する「商人道徳」
と関連づけ、その継承性を強調する論議に関する問題である。それは、商人社会の商業経
営（個人経営）の中で萌芽し、神・仏の信仰や孔孟の教えを基準とし、「営利と至富の方
法以上のもの」の重要性を倫理に求めたものである。しかしながら、「企業倫理」と邦訳
される“business ethics”の“business”を「事業」ではなく「企業」とするならば、事
業活動（財貨もしくはサービスの生産ならびに販売）を遂行する組織体
．．．
、したがってそこ
における倫理という理解が適当であろう。同様にCSRについても “corporate social
responsibility”の“corporate”、すなわち“corporation”の邦訳を狭義から広義へと配列
すると、「企業」/「大企業」/「法人企業」/「株式会社」/「巨大株式会社」/「大規模公
開株式会社」であり、近年におけるCSR論議の国際的展開を考慮するならば、「多国籍企
業」（multinational corporation）さらには「グローバル企業」（global corporation）とい
う理解９が適当であろう。倫理観が、その国の文化的価値観を反映するものであっても、
現代企業における倫理的課題事項ないし「企業不祥事」の性格や状況を勘案すると、組織
体としての企業は企業統治（corporate governance）とは切り離すことができず、そこで
は経営戦略、経営管理等もかかわってくる。したがって、こうした「正しい商人道」ない
し「正路の商買」などと表現される商人道徳は、確かに現代における経営者の社会的責任
ないし社会的役割を検討する際、参照されてきているものではあるが、経営者の経営哲学
ないし経営理念の範疇に留まる。
（２）「企業の社会的責任」との関係
一方、1940年代から1950年代にかけて、アメリカにおいて、すでに議論が行われていた
「企業の社会的責任」10に関する日本での議論の端緒は、1956年に発表された経済同友会の
「経営者の社会的責任の自覚」であることは知られているが、新たな意味が付加され、重
要視されるようになったのは1970年代である。それまで企業を社会的文脈の中で理解する
視点はほとんどなく、もっぱら伝統的に企業の内部（経営組織や経営管理）にのみ焦点が
当てられていたが、企業と社会との関係様式の変化により、企業活動において所与と解さ
れていた社会環境が、企業が対応すべき客体、すなわち、利害関係者として認識されるよ
うになってきたのである。
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日本は、1953年～1973年の間に高度経済成長を通して、GNPを約5倍に伸張させ、アメ
リカに次ぐ世界第2位の経済大国を実現した。その事実は、社会の中で企業が強大な影響
力を獲得したことと同時に、その反面では、1960年代からの産業公害、環境破壊、欠陥・
有害商品、誇大広告、不当表示等、「企業不祥事」の顕在化により、企業の反社会的行為
に対する社会からの強い批判を喚起させたのである11。この批判は、企業経営者に多大な
危機感をつのらせ、企業の社会に対する責任の実践に向けた自主努力の具現化や、または
企業の言うところの「メディアの誤解」に対する弁明を積極的に展開せざるをえない状況
を呼んだ。
それは、企業の「社会的責任」を、「事業の公共性」（公共原理）ならびに「企業の社会
貢献」（利益の社会還元）活動として捉え、その成果が企業の利潤に「社会的有用性」を
付加することによって、企業行動を「社会的公正と調和」させる試みではあったが、1970
年初頭の日本における企業の社会的責任は、その概念ないし責任負担の具体的内容を、社
会貢献活動として実践したことに他ならないのである。
エプスタインは、企業と社会との関係についての経営学的歴史展開過程の研究の中で、
アメリカにおける1965年から1975年の企業の社会的責任に関して、包括的かつ普遍的に適
用可能な定義が存在しないことを指摘し、現実に存在する特定の課題事項（specific
issues）に対応する必要性を提唱している12。すなわち課題事項は、「企業の継続的な業務
機能から生ずるものであって、会社の『善行奉仕主義』（“do-gooderism”）からではない
ということ、そして『責任』というものは日常の組織活動に内在するのであって、権力の
誇示を意図したり、気まぐれに企業にとって周辺的な問題に手を出してみたりするような、
経営者の思いつきから生まれるものではない、ということである。問題は、企業とその指
導者層が『社会の求めに応ずることができる』（socially responsible）ような方法で業務
を遂行することを、最も確実なものとするためには、いかにすべきであるのか―という
ことに変わってきているのである」13と述べている。また、アッカーマンとバウアー
（Ackerman,R.N. and Bauer,R.A.）は、1968年頃から1975年にかけて、社会からの要求の
性質と、要求に対する企業の対応の性質とが大きく質的変化を遂げてきている事実を指摘
し、「社会的課題事項」（social issues）を以下の3つの範疇に整理している。それは、
①直接的な企業行為により引き起こされたのではなく、あるいは、直接的な企業行為に
よるものであっても、外部社会の欠陥を反映した社会問題、
②通常の経済的活動（regular economic activities）の対外的影響、
③企業内部に発生し、通常の経済的活動と内在的な結びつきを有する課題事項
―である。アッカーマンとバウアーは、①の範疇に属する社会的課題事項に対する社会
的責任、すなわち地域社会関係管理（community relations）ならびに社会貢献活動
（philanthropy）の限界を唱え、責任の有効性を②および③の範疇に求めることを強調す
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る。すなわち「その意味内容（semantics）は、それがもっぱら社会貢献活動に関わるか
ぎりではさほど不適切であるわけではないが、その場合でもなお、社会貢献が企業戦略
（corporate strategy）の一貫をなしているような企業にとっては、疑問の余地が生ずる。
そして、社会的課題事項が企業の内部に移動し、さらに、われわれの問う問題が、明白な
社会的意図を持った限られた数の活動計画ではなく、企業の社会的影響であることが明ら
かになってくるにしたがい、それ（＝社会的責任）は急速に不適切さを増してきている」14。
そして、それまでの企業の社会的責任における中心概念に代わるものとして「企業の社会
的即応性」（corporate social responsiveness）を提起する15。企業の社会的即応性は、後
に、エプスタインにより「企業組織内部における機構・手続き・取決め・行動様式など、
総体として企業組織の社会体制的圧力への対処を可能にするようなことがらの探求、要す
るに企業の意思決定過程における有効手段の利用による戦略的経営（strategic manage-
ment）に関連する。『即応性』とは、もっぱら反応的（reactive）であるのではなく、予
測的（anticipatory）で『先行的』（“pro-active”）であるような行動を強調するものであ
り、そのために『課題事項管理』（“issue management”）・環境精査・社会監査および社
会会計・企業行動憲章の制定などを使用する。このような過程志向性をもって、急激に増
大する企業組織への要求を把握し・調整し・あるいは処理することの重要性を強調するこ
とになっているのである」16と説明される。
このように、アメリカにおいては、企業の社会的責任に関して、理論面でその理解に関
する進展が見られ、同時に実践面では、当時のアメリカ世論の動向ならびにそれに対応す
る政府の施策に焦点を当てた『CEDレポート』（詳細は２-（２）-②を参照）で提示された
58項目におよぶリストの重要性が問われる中で、当時、わが国の経済界の、とりわけ経済
同友会における企業の社会的責任に関する一連の主張の中で一貫しているのは、「協調的
労使関係」である。それは「企業民主化」の潮流の中での、労働者・労働組合の経営参加
や「民主的な企業経営」であり、多くの日本企業に受け入れられ、世界でも稀な協調的経
営慣行（日本的労務慣行＝「日本的経営」）17を創出した。この「協調的労使関係」は、公
害問題、ニクソンショック（1971年）、第1次オイルショック（1973年）後の大幅な景気後
退という危機的状況の中でも継続され、日本企業の競争力回復過程を支えてきた。この事
実はアメリカからも賞賛され18、「日本的経営」の優越性が注目されたのである。確かに労
使協調、雇用優先、「企業民主化」など、経済同友会の提唱した一連の「修正資本主義」19
は日本企業の経営に定着し、1970年代の構造転換を可能としたと評価されるが、アメリカ
における企業の社会的責任に関する理論的中心概念の移行、すなわち、企業の社会的即応
性概念について、わが国でほとんど議論されなかったことは、この時期における日本での
問題意識の限界を意味する。わが国における1970年代の企業の社会的責任は、より根本的
な部分での具体的施策は打ち出さず、理論面では相変わらず理念的であり、実践面では単
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に社会貢献に置き換えた活動に留まり、進展がなかったのである。
1970年代のわが国の経営実務における企業倫理に対する理解の傾向を、中村瑞穂は、企
業倫理の課題事項の発生が、「危機」および「脅威」として受け止められていることを指
摘している。すなわち、それが当該企業自身の活動に起因する課題事項ないし問題である
にもかかわらず、企業外部の原因により発生する諸事象と明確に識別されず、いずれも企
業存立に対する「危機」および「脅威」として受け止められ、したがって実行される具体
的内容は、その課題に対する根本的解決ではなく企業イメージの回復・維持に関する施策
の強化、法的処理手続きへの対応、ならびに法令遵守の励行のための制度（compliance
program）の設置・運用に留まるのであると述べ、企業倫理的課題事項へのこうした対応
の背景に、それまでの日本企業の行動様式を強く規定した「日本的経営」の構造の存在を
指摘する。すなわち、
①終身雇用・年功制・企業内組合などのいわゆる「日本的労務慣行」の生み出す従業員
の企業に対する高い帰属意識ならびに忠誠心にもとづく、企業の存続・成長至上志向、
②そのような性格の組織が外部世界に対して示す閉鎖的ならびに排外的な性向、
③取締役会が事実上、業務執行担当役員のみにより構成されることにより、業務執行機
能の遂行に求められる職務の階層的秩序が取締役会の本来的・独自的機能の遂行を困
難にするばかりでなく、それら常勤役員がほぼ完全に企業内における年功序列的昇進
秩序の頂点部分を占める人びととして従業員との同質性を維持し、一方ではそれらに
対応して監査役および監査役会は実質的な機能を果たしえないという、企業統治構造
の特異性、
④企業間の株式持合・系列融資・排他的長期継続取引、さらには社長会などの諸機関を
通じて形成された企業集団に所属する企業の同質的かつ相互協力的な行動、
⑤業界に対する監督官庁の行政指導にもとづく、いわゆる「護送船団方式」が築き上げ
る「官民協調体制」
―などである20。
さらに、中村はこの時期の日本の株式会社企業における社会的責任意識の限界に関し、
経営学の領域、すなわち現代株式会社に焦点を当て、公害激化の要因を株式会社制度のう
ちに求め、わが国における株式会社の特徴、ならびに株式会社における経営者の性格につ
いて考察している21。すなわち、前者について、わが国における巨大株式会社の株式は、
法人（巨大株式会社）相互間における「株式持合関係」、または、金融機関により所有さ
れ、それが、排他的な企業集団（コンツェルン）を成し、一方で企業系列（トラスト）を
形成し、したがって、企業集団次元での「過当競争」が出現すること、また、資本構成は、
他人資本、とりわけ金融機関からの長期借入金に大きく依存していることから、利子負担
の増大のため諸他の費用（公害対策）負担が圧迫されていることを挙げている。後者につ
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いては、わが国の巨大株式会社企業において、業務執行担当常勤役員（chief executive
officers）と取締役員（member of the boad of directors）との分離が見られず、したが
って審査ならびに評価が機能していないこと、しかも、業務執行担当常勤役員が企業内職
員の年功序列的昇進秩序の頂点部分にすぎず、純粋な経営技能の評価にもとづく経営者の
企業間移動が極めて少ないこと、そしてその結果として、一方での経営技能の「職業的専
門家」（profession）化の立ち遅れと、他方での企業の人格的依存または企業帰属意識の強
さとの相即的な発生を挙げている。
その後、アメリカでは1970年代の中庸に、ウォーターゲート事件に代表される不法政治
献金など企業関連腐敗事件の摘発、多国籍企業による贈賄事件、石油危機に便乗した企業
の暴利追求（profiteering）等により、個別企業あるいは企業界に対する公衆からの不
信・批判が噴出した。こうした一連の事象は、企業における道徳性（morality）または倫
理（ethics）の重要性を強く喚起した。企業における道徳性または倫理は、企業倫理（学）
として、既述したように一方では、哲学ないし倫理学の分野から応用倫理学の一領域とし
て、他方、経営学と双方から展開され、1980年代初頭には一つの学問分野として確立され
た。企業倫理は、企業がその活動を行うにあたり、企業と利害関係者との間の適切な均衡
を達成し、その尊敬ならびに信頼を獲得するために、課題事項に対する組織的感受性
（organizational sensitivity）の強化ならびに倫理的行動の厳守（commitment to ethical
conduct）を必要とし、倫理的課題事項の「回避」（avoiding）と、積極的倫理的活動の推
進を自主的に実現するものである。このような過程を経て、企業倫理は1980年以降アメリ
カでは企業の社会的責任の中心概念となったのである23。
同時に企業の役割に対する考え方は、従来の「利潤の極大化」に代表される経済的観点
から、企業と社会との関係を基本視座とする方向へと転換する。すなわち、企業を道徳的
主体（moral agent）と位置づけ、企業環境に焦点を当て、環境を構成する代理人または
その集合として利害関係者を理解し、一利害関係者ないしその集合の利益は、他の利害関
係者ないしその集合の犠牲に立脚し成立しうることから、特定の利害関係者のみの利益を
優先するのではなく相互の均衡を求める。したがって、企業の目的は、利害関係者間にお
ける利害を調整する媒体（vehicle）として役立つことであるとするフリーマン（Freeman,
R.E.）により提起された「利害関係者理論」（stakeholder theory）24へと展開してきている。
わが国でも、このような企業の「社会的責任」に関するその内実の動向、すなわち、
「企業の社会的責任」における中心概念の企業倫理への移行を察知して、変化が生じてき
てはいるが、欧米よりもかなり遅れていることは事実である。1990年代初頭においても、
企業倫理は、学会等において一部の研究者を除いてほとんど知られていなかった。そして
「バブル崩壊」後の不況は、金融業界を中心に「スキャンダル」を噴出させた25。その際、
明らかな企業犯罪であるにもかかわらず、法律上では企業自体は罰せられず放置され、多
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くの経営者は、犯罪責任を負担するどころか当該企業を再建することが経営者の責任であ
ると理解した。こうした「日本型企業システム」、あるいは「会社本位主義」を原理とす
る「法人型資本主義」に内在する特質、またはそこでの矛盾や、経営者の無責任性は、公
衆の権利意識の高揚とも相俟って、社会から強烈な攻撃に曝されることとなり、「日本的
経営」に対する批判の噴出、見直しの必要性が普及し、企業倫理の必須性・重要性が叫ば
れるようになった。
しかし、その取り組み・確立・定着が期待される企業倫理の理解に関する現実的な問題
として、わが国では企業倫理が、①経営理念（経営哲学）、②「企業の社会的責任」およ
びその部分的具体的実践としての「企業の社会貢献」（corporate philanthropy）ないし
「善良な企業市民」（good corporate citizenship ）という理解、③「経済倫理」、④危機
管理ないし「モラル・ハザード」における実践や問題、⑤企業統治の問題、⑥「コンプラ
イアンス」（現行法令遵守）等―との同一視または混同という、欧米ではすでに明確化
されている基本的な理解を曖昧にしたまま展開されてきている26。とりわけ、「コンプライ
アンス」（現行法令遵守；compliance）に関しては、相次ぐ「企業不祥事」に対し、問題
の根本的な見直しや、広範な｢グレイゾーン｣への倫理的対処が行われず、直接、法的手段
にその解決を求めたり、また、「コンプライアンス」なる語の急激な普及とともに、コン
プライアンスなる語の中に、個別の企業行動規範や倫理規程の遵守を包含する傾向も見ら
れる。
２．経済団体の取り組み
―日本経団連ならびに経済同友会を中心として―
本節では、日本経済（界）の発展を実質的に牽引してきた経済団体である、日本経済団
体連合会ならびに経済同友会における企業倫理および企業の社会的責任に対する取り組み
を概観する。
（１）日本経済団体連合会
日本経済団体連合会は、日本商工会議所、経済同友会と並ぶ「経済三団体」の一つであ
り、日本経済の再建・復興を目的として、業種別団体および企業を会員として、第2次世
界大戦終了直後の1946年8月に設立された経済団体連合会（以下、経団連とする）、および
大企業経営者の立場から労働問題を議論・提言する目的で結成された組織である日本経営
者団体連盟（日経連）をその前身とする。
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①企業行動憲章のあゆみ
1990年10月、わが国における株価大暴落は、バブル経済の崩壊を象徴するとともに、
数々の証券・金融業界のスキャンダルを引き起こし、企業に対する社会の不信を増大させ
た。そのような状況の中で、経団連は、1991年10月に『経団連企業行動憲章』27を発表した。
その前文では、「社会が企業に求める役割の変化」、すなわち、企業に対して社会から「広
く社会全体にとって有用な存在」であることの要請、閉鎖的かつ不透明であった商慣行な
ど、企業行動における総点検の必要性が認識されており、本文は、「企業の社会的役割を
果たす7原則」、「公正なルールを守る5原則」、「経営トップの責務3原則」の3部で構成され
ている。
その後、1996年12月に『経団連企業行動憲章』は改定が行われた28。その趣旨は、「序文」
によれば、経済社会システムにおける根本的改革の要請、企業のグローバリゼーションに
よる企業行動の見直しの必要性、高度情報通信ネットワーク社会の進展による企業倫理問
題の発生、自然保護・地球環境保全・社会貢献の必需性、商法改正による企業の自己責任
の強化や透明性の実現、行政依存からの脱却の必要性など、企業をめぐる環境の変化への
対応―である。本文は10原則に集約されており、併せて、各原則に関して個別企業が自
主的に制定すべき具体的なアクションプランを例示した「企業行動憲章　実行の手引き」
も作成された。なお、本憲章においては、定義こそ示されてはいないが、企業倫理、社会
貢献、「ステークホルダー」、「良き企業市民」の語が使用されている。憲章の改定は、当
時、経団連副会長として経団連訪欧ミッション（1991年11月）の一員であった盛田昭夫に
より展開された「『日本型経営』が危ない―『良いものを安く』が欧米に批判される理由―」29
の影響が指摘されている30。それは、競争方法、利害関係者への対応、さらには、経営者の
経営理念などに関し、欧米とわが国との間における意識の隔たりを再考を促すものである。
2002年5月に経団連は、戦後、高揚した労働運動に対抗する組織、すなわち労働問題を
担当する経営者の団体として1948年4月に結成された日本経営者団体連盟（日経連）と統
合し、日本経済団体連合会（以下、日本経団連とする）として新たな出発をした。そして、
同年10月に、これまでの憲章は『企業行動憲章―社会の信頼と共感を得るために―』31と改
定され、修正された10原則を発表した。この背景には、相次ぐ「企業不祥事」により、経
済界全体にわたり信頼と共感が損なわれているという切実な問題の存在が指摘されている。
これに関し、趣旨説明文書『企業行動憲章―企業不祥事防止への取り組み強化について―』
の「基本的考え方」では、「企業倫理の確立を重要な使命」と位置づけ、企業活動の存立
の基盤を「社会の信頼と共感」に求めている。その際、最重要観点として、（1）企業倫理
に関する経営トップのイニシアチブ強化、（2）不祥事防止のための実行ある社内体制等の
整備、（3）不祥事が起きた場合の対応―を示し、さらに具体的な対策として5点を提示し
ている。そのうちの「2.企業倫理・企業行動強化のための社内体制の整備・運用に関する
80
要請」では、「1.行動指針の整備・充実（各社独自の企業行動憲章の策定等）、2.経営トッ
プの基本姿勢の社内外への表明と具体的な取り組みの情報開示（ホームページ、年次報告
書、社会報告書への掲載等）、3.全社的な取り組み体制の整備（企業倫理担当役員の任命、
企業倫理委員会・担当部署の設置および権限の明示等）、4.『企業倫理ヘルプライン（相
談窓口）』の整備（通常の業務ラインとは別に、重要情報が現場から経営層に伝わるルー
トを整備、相談者の権利保護等に配慮）、5.教育・研修の実施・充実（階層別、職種別）、
6.企業倫理の浸透・定着状況のチェックと評価、7.不祥事が起こった場合の適時適確な情
報開示、原因の究明、再発防止策の実施、ならびにトップ自らを含めた関係者への厳正な
処分」―と7項目の要請を提示しているが、これらはまさに「企業倫理の制度化」
（institutionalization of business ethics）の要請に他ならないのである。また、「4.各社の
不祥事防止策確立への支援」では、日本経団連としての支援活動として、（1）会員企業に
よる企業行動自己診断の推進、（2）日本経団連内に会員企業トップ向け相談窓口の設置、
（3）セミナーの開催、（4）「企業倫理月間」の設定、（5）企業倫理専門部門の新設―などが
提示された。
翌年、月刊『経済Trend』（2003年10月号）では、「企業倫理の確立と企業行動の新たな
展開」が特集とされ、併せて、同月には第1回「企業倫理月間」が始動し、以後、会長名
による「企業倫理徹底のお願い」と題される通達が継続している。
②CSR憲章へ
これ以降、わが国では「企業の社会的責任」（corporate social responsibility；CSR）
（以下、CSRとする）の語が急速に普及し、それにともない、企業界ではCSRの取り組み
に対する関心が高まり、経済同友会による『第15回企業白書』（2003年3月）の公表とも相
俟って、2003年は「CSR元年」とまで言われるようになった。2004年2月に日本経団連は
「1.日本経団連はCSRの推進に積極的に取り組む」「2.CSRは官主導ではなく、民間の自主
的取り組みによって進められるべきである」、「3.企業行動憲章および実行の手引きを見直
し、CSR指針とする」ことを強調した『CSR推進にあたっての基本的考え方』32を発表した。
そこでは、企業活動において、経済・環境・社会という3つの側面を考慮することが必至
となってきたため、CSRに対して積極的な取り組みを行い、各企業における競争力の源泉
とすることを中心的に述べており、CSRはあくまでも企業の自主的な取り組みであるとの
強い認識から、この時点では、国際標準化機構（International Organization for
Standardization；ISO）によるCSRの国際規格ないし法制化には反対を表明している33。
また、憲章の10原則は各利害関係者との関係を総合的に網羅していることから、今後、
『企業行動憲章』を実質的な「CSR憲章」と捉えると表記している。
ここで、注意すべきことは、日本経団連による企業倫理とCSRとの関係の考え方である。
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「基本的考え方」によると「企業の取り組みとしては、コーポレートガバナンス、企業倫
理・コンプライアンスをベースに、ネガティブ・インパクトの防止だけでなく、社会の持
続可能な発展に貢献することを掲げている。（以下、省略）」と述べている。この文章から
企業倫理の範囲は、「企業不祥事」等、社会に対する負の影響の防止、すなわち「マイナ
スからゼロへ」であり、CSRの範囲を、社会貢献をも含めた積極的な正の影響の創出、す
なわち「ゼロからプラスへ」と捉えていることが読み取れる。
これらのことを受け、2004年5月に、憲章は『企業行動憲章―社会の信頼と共感を得る
ために―』と改定された。そこでは、利害関係者を強く意識し、対話を重ねつつ社会的責
任を果たすことにより、持続可能な社会を創造し、社会における企業の存在意義を高める
ことの重要性が述べられている。併せて、月刊『経済Trend』（2004年7月号）では「企業
はCSR（企業の社会的責任）にどう取り組むべきか」を特集としている。
一方、その間、
・2003年1月「企業倫理・企業行動に関するアンケート（トップ向けアンケート結果概
要）」（中間とりまとめ）、
・2003年4月「企業倫理・企業行動に関するアンケート（担当者向けアンケート集計結
果）」（中間とりまとめ）、
・2005年12月「企業倫理・企業行動に関するアンケート集計結果（概要）」、
・2008年2月「企業倫理への取り組みに関するアンケート調査結果」
―を公開している。
（２）経済同友会
経済同友会は、第2次世界大戦終了直後の1946年に､日本経済の再建を目的として､大企
業の経営者らが個人資格で参加し設立された。
①経営者における社会的責任の自覚
「新しい経営理念」等が集中的に論議された1955年11月に行われた「経済同友会第8回
全国大会」において、同会はすでに、企業の「公器」性ならびに「社会的責任」について
言明している。そして、翌年の「経済同友会第9回全国大会」では、「個別企業の利益が、
そのまま社会のそれと調和した時代は過ぎ、現在においては、経営者が進んでその調節に
努力しなければ、国民経済の反映はもちろんのこと、企業の発展を図ることはできなくな
るに至っている」とした「経営者の社会的責任の自覚と実践」を決議した。この時期、す
なわち｢55年体制｣確立の前後に、経済同友会が課題としていたことは、日本経済の復興・
民主化、および激化する労働運動への対応等であり、企業改革、資本・労働に対する経営
の自立化であった。したがって、当初、経済同友会が言及した｢社会的責任｣とは、企業の
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トップである｢経営者
．．．
の社会的責任｣に他ならず、社会的責任の意味内容がその後において
変容しようとも、経営者に対する自覚を促すものとなり、わが国の高度経済成長を主導し
たと言われる。しかし、この段階における具体的な経営者の社会的責任は、「経済、社会
との調和において、生産諸要素を有効に結合し、安価かつ良質な商品を生産し、サービス
を提供する」というものでしかなかった34。その後も経営者の責任に関する論議は続き、
経営者における教育・創造性・自己啓発・リーダーシップ等の必要性が言われた。そうで
あっても、経営に関する諸問題に対しては、経営者における倫理の確立が基本的な要件で
あることの認識は萌芽している。
その後、1965年に経済同友会は、『新しい経営理念―日本風土における経営哲学―』35に
おいて、高度経済成長の「ひずみ」による不況を背景に、社会的責任以上に「企業利潤」
が重要であると、それまでの潮流に反するがごとき主張をもしたが、1970年1月に公表し
た「社会開発と国際化の十年」という年頭見解では、その「Ⅱ.70年代の進路」の項目の
中で、1.社会開発と国際化への条件整備、2.経営者の社会的責任の新次元―を提唱して
おり、新しい社会を担う70年代の経営者の社会的責任として、以下の諸点を提示した36。
（１）新しい社会建設への参加
（イ）頭脳集団の組織化
（ロ）社会各層の意思疎通の円滑化
（ハ）企業組織の能力構造化・弾力化
（２）国際的責務の遂行
（イ）貿易・資本の自由化とわが国企業の国際化
（ロ）発展途上国への経済協力の拡大化
（３）社会福祉の確保
（イ）国際化推進による物価安定と構造改革
（ロ）物資・サービス提供の倫理
（ハ）公害排除への構え
この中で、経団連においてさえも未着手であった公害問題への言及は、大きな反響を呼
んだ。
②『企業の社会的責任』
1971年6月に発表された、アメリカの経済開発委員会（The Committee for Economic
Development；CED）の内部組織の一つである調査・政策委員会（The Research and
Policy Committee）の報告書『企業の社会的責任』（以下、CEDレポートとする）により、
経済同友会内外は大きな局面を迎えた。CEDレポートは、当時のアメリカ世論の動向な
らびにそれに対応する政府の施策に焦点が向けられ、企業に対し要求される範囲を「一時
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的な欲求不満や流行などではなく、強固で持続的な傾向であり、将来においても減衰する
どころか、むしろ増大することが見込まれる」とし、それを「企業と社会との間の契約条
件」の重要な変更と捉えている。その際、企業が対応すべき客体に、第1類型として、企
業の構成要素（constituencies）、第2類型として、「多元主義社会の中のその他の重要な要
素」もしくは「外囲社会」（the larger society）〔後に「利害関係者」（stakeholder）と称
される〕を提示している。さらに、同レポートは、現代巨大株式会社の行動原理について
「開明的自己利益の教義」（the doctrine of enlightened self-interest）を提唱し、企業が
直ちに取り組むべき活動を、10の主要分野にわたり合計58項目を列挙している37。経済同
友会は、このCEDレポートを翻訳すると同時に、日本の経営者がこれをいかに評価し、
わが国における企業の社会的責任のあり方を出版・公表するに先立ち、1972年1月に座談
会を開催した。その中で、日本企業にはアメリカ企業が実践しようとしている、社会的責
任のみならず、地域社会への奉仕、福祉、教育への貢献という考えや社会的監査体系、な
らびに企業行動の非経済的すなわち非市場的な側面が、欠落している点等が指摘された38。
このことは、わが国においても、一方における民主的な地域社会の形成、他方、企業に対
する業績評価の視点を、経済的評価すなわち財務諸表だけでなく、非経済的評価すなわち
「社会的監査
．．．．．
」を可能にする手法の開発を急務とした。これにより、「社会と企業の相互信
頼の確立」へと導く社会責任指標の作成、新たなコスト概念の形成や会計システムの開発
を推し進めたのである。
そして1973年に、当時の経済同友会代表幹事である木川田一隆はその所見「社会進歩へ
の行動転換」の中で、市場経済の範疇にない社会的資源、環境、外部経済・不経済等の問
題に対しても、「企業に原点を置いて社会をみるという態度から、社会に原点を置いて企
業のあり方を考えるという発想の一八〇度の転換」を進めることに「企業と社会の一体化
の新しい意味合いがあり、企業と社会の新しい発展秩序への出発点がある」とした39。し
かし、最も根本的な問題である経営者の社会道徳ないし倫理観の欠如、という批判に対応
し実践すべき具体的な策は、個別の企業活動が社会の発展にいかに貢献し、公衆の欲求を
満たすかという観点から、利益の社会還元としての「社会貢献企業」という理解に基づい
たものでしかなかった。
その後も1970年代は、ニクソンショック（1971年）、第1次オイルショック（1973年）な
らびに第2次オイルショック（1979年）に見舞われ、企業に対する公衆の不信感は高まり
続け、経営者は、資本主義企業経営の中で利害関係者の位置づけという課題に直面したた
め、以後、
・1971年4月「変革期に立つわれわれの視点」、
・1971年4月「自由と秩序の調和社会へ」、
・1972年、1月「新しい経済の創造」、
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・1972年4月「戦後への決別と新時代への決意」、
・1973年1月「福祉経営への転換」、
・1973年3月「社会と企業の相互信頼の確立を求めて」、
・1973年4月「社会進歩への行動転換」
―と社会的責任に関する再構築を試みていった。
そして『第13回企業白書』（1998年）では、「市場主義推進のための提案として」の第5
項に「『良き企業市民』たること」が挙げられ、「良き企業市民」たりえなくして「『資本
効率重視経営』を正当化できない」としている。さらに、「利害関係者への配慮の大切さ」
を強調しているが、配慮にあたり、各利害関係者に対する価値理念の尊重は、まさに企業
倫理の視点である。もとより、「良き企業市民」（good corporation citizen）とは、企業
も社会の一員として、企業内外の利害関係者と良好な関係を築き上げることであり、良き
企業市民であろうとするならば、経営者の高い倫理観は必須であり、その主導による企業
倫理の確立が重要なのである。
③『社会的責任経営』
2000年12月に経済同友会は、今後のわが国のあり方、経営者や企業の責任、経済同友会
の使命などを示した「21世紀宣言」を発表した。この宣言で注目すべき点は、企業が「経
済的価値」のみならず、「社会的価値」、「人間的価値」をも創出する責任の存在を明らか
にしたことである。そして、市場経済のあり方を再考すべき事象や、「文明の衝突」、ある
いは世界各地の貧困や飢餓、さらには「持続可能な発展」（sustainable development）に
わたる問題等、地球規模で解決に望むべき課題を抱える歴史的大転換の中における指針と
して、『市場の進化』と社会的責任経営―企業の信頼構築と持続的な価値創造に向けて―」
と題した『第15回企業白書』（2003年3月）を公表した。
この白書では、企業の社会的責任を再考し、その実践にあたり日本企業における変革と
して、①市場機能の活用を通じた経済の活性化、②「ステークホルダー」（stakeholder：
利害関係者）に対する義務の履行を実現するためのコーポレートガバナンス（corporate
governance：企業統治）の確立、すなわち、企業の社会的責任ならびに企業統治を中心
とした企業の評価軸を示し、その両者の関係を二者択一ではなく、「イノベーション」
（innovation：革新）による止揚を目標としている。そこでは「社会と企業」についてそ
の関係を再吟味し、企業の社会的責任については、中心概念を「持続可能性」（sustain-
ability）に求め、CSRの本質を、それまでの①社会に向けた経済的価値の提供、②利益の
社会還元ないし社会貢献〔コストならびに「フィランソロピー」（philanthropy）とする
理解〕、③企業不祥事の防止（義務的取り組みまたは法令遵守とする理解）から、①
「CSRは企業と社会の持続可能な相乗発展に資する」、②「CSRは企業の中核に位置づける
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べき『投資』である」、③「CSRは自主的取り組みである」[「コンプライアンス」〔ここ
では、complianceの意味に法令遵守だけでなく倫理等遵守をも含めて使用されている（引
用者）〕以上の取り組みとする理解」―としている。他方、「コーポレートガバナンス」
については、「企業の持続的な成長・発展をめざして、より効率的で優れた経営が行われ
るよう、経営方針について意思決定するとともに、経営者の業務執行を適切に監督・評価
し、動機付けを行っていく仕組み」として定義し、具体的に、①理念とリーダーシップの
確立、②マネジメント体制の確立、③「コンプライアンス」体制の確立、④「ディスクロ
ージャー」および「ステークホルダー」とのコミュニケーション―を提示している。
同年、同会には「社会的責任経営推進委員会」が設立され、以後、
・2004年1月「日本企業のCSR:現状と課題―自己評価レポート2003」、
・2006年3月「第2回　企業の社会的責任（CSR）に関する経営者意識調査」、
・2006年5月「「日本企業のCSR:進歩と展望―自己評価レポート2006」、
・2007年5月「CSRイノベーション―事業活動を通じたCSRによる新たな価値創造―日
本企業のグッド・プラクティス2007」、
・2008年5月「価値創造型CSRによる社会変革～社会からの信頼と社会的課題に答える
CSR へ～」、
・2009年4月「「今こそ企業家精神あふれる経営の実践を～『三面鏡経営』と『5つのジ
ャパン・ニューディール』の推進による『未来価値創造型CSR』の展開～」
―と積極的・継続的に取り組んでいる。
以上、わが国において、企業の社会的責任を先導してきた経済同友会による取り組みを
概観した。企業の社会的責任は当該時代の背景により、その理解される内容に変化が見ら
れる。
以下は、堀越芳昭により示された日本「社会的責任」の内実の推移である。
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図表－１　「企業の社会的責任」に関わる諸論稿数の推移（1948－2004年）
注：「社会的責任」：企業以外の社会的責任を含む。
　　「企業の社会的責任」：「企業 and 社会的責任」および企業に限定した「社会責任」の合計。
　　「社会貢献」：企業以外の「社会貢献」を含む。
　　「経営者の社会的責任」：「経営者 and 社会的責任」「経営者 and 社会責任」の合計。
　　1960 年までの「経営の社会的責任」等も含む。
　　「企業倫理」：「企業 and 倫理」と「経営 and 倫理」の合計、ただし重複分を除く。
　　＊2004 年は「CSR」の検索文献数が 319 件にのぼっている。
資料：国立国会図書館雑誌記事索引より抽出・作成。
出所：堀越芳昭「日本における企業の社会的責任論の生成と展開」、松野弘･堀越芳昭･合力知工（編著）
　　　『「企業の社会的責任論」の形成と展開』、ミネルヴァ書房、2006 年、60-66 頁。
年　次
「社会的
責任」
「企業の
社会的
責任」
「社会
貢献」
「経営者
の社会
的責任」
「企業
倫理」
合　計
1948
1949
1950
1951
1952
1953
1954
1955
1956
1957
1958
1959
1960
1961
1962
1963
1964
1965
1966
1967
1968
1969
1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979
1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989
1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999
2000
2001
2002
2003
2004
合　計
1
1
4
2
2
2
2
1
3
8
6
8
6
3
20
7
10
12
9
12
9
5
9
15
12
57
52
50
43
16
20
15
15
11
16
17
3
6
8
4
11
1
6
10
21
17
6
6
29
37
30
12
32
48
94
154
284
1,300
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
1
2
0
0
1
2
6
0
1
2
2
1
4
13
7
51
35
36
36
14
15
13
9
7
9
8
2
3
3
1
2
1
4
10
19
16
8
2
18
26
17
7
19
37
90
128
215
904
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
1
0
3
35
45
16
11
6
26
33
22
41
42
62
78
104
97
624
0
1
2
0
0
2
0
0
1
12
4
4
0
0
12
1
0
3
2
2
1
0
1
1
1
1
1
3
1
1
1
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
2
4
0
4
9
13
92
0
0
1
3
0
0
0
6
3
3
1
0
0
2
0
3
3
0
1
1
2
0
1
2
3
1
1
1
3
1
0
0
0
0
0
2
0
0
0
2
0
8
9
11
16
10
15
11
25
76
79
104
106
84
111
124
105
940
1
2
7
5
2
4
2
7
7
24
12
14
6
5
33
13
19
15
13
17
14
6
15
31
23
111
89
90
83
32
36
28
24
18
26
27
5
10
11
7
14
10
22
66
101
59
40
25
98
173
148
166
203
231
377
519
714
3,860
第１期：①1956 年まで
「経営者の社会的責任」提唱の時期
〔経営学研究者らによる問題提起〕
第１期：②1957～62 年
「経営者の社会的責任」提唱の時期
経済同友会の問題提起と議論
第２期：
「企業の社会的責任」隆盛の時期
第３期：
「社会貢献」提唱の時期
第４期①：
「社会的責任」再興・「企業倫理」展開の時期
第４期②：
「社会的責任」「社会貢献」「企業倫理」の
同時的展開・国際標準化の時期
《「社会的責任」低迷の時期》
《「社会的責任」低迷の時期》
《「社会貢献」低迷の時期》
＊
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表－１　企業倫理の確立に関する意識の実態と変動傾向
第１回
企業数
（％）
第２回
企業数
（％）
第３回
企業数
（％）
第４回
企業数
（％）
第５回
企業数
（％）
ポイント差
１　企業が社会の一員として責
任を果たし、社会に貢献し
ていくためにも、企業倫理
の確立は不可欠である。
２　ビジネス界で生じているス
キャンダルや不祥事を未然
に防ぐために、各社は企業
倫理の確立に真剣に取り組
むべきである。
３　ビジネスに携わっている
人々は一般的に良識ある
人々であるから、あえて企
業倫理を声高に叫ぶ必要は
ない。
４　倫理・道徳というのは、学
校教育や家庭のしつけの問
題であり、企業が特に取り
上げる問題ではない。
５　企業倫理の基準はあいまい
であるから、法律さえ遵守
すれば良い。
６　ビジネスと倫理は本来相容
れない問題である。
７　そもそも企業倫理とは何か
がよく分からない。
78
（ 70.9）
18
（ 16.4）
12
（ 10.9）
1
（ 0.9）
1
（ 0.9）
110
̶
0
（ 0.0）
74
（ 78.7）
17
（ 18.1）
2
（ 2.1）
0
（ 0.0）
1
（ 1.1）
94
0
（ 0.0）
0
（ 0.0）
95
（ 84.8）
17
（ 15.2）
0
（ 0.0）
0
（ 0.0）
0
（ 0.0）
112
0
（ 0.0）
0
（ 0.0）
132
（ 87.4）
19
（ 12.6）
0
（ 0.0）
0
（ 0.0）
0
（ 0.0）
151
0
（ 0.0）
0
（ 0.0）
63
（ 85.1）
11
（ 14.9）
0
（ 0.0）
0
（ 0.0）
0
（ 0.0）
74
0
（ 0.0）
0
（ 0.0）
－2.3
＋2.3
＋0.0
＋0.0
＋0.0
̶
＋0.0
＋0.0
注）　無回答は第１回調査が２社、第２回調査が３社、第３回調査が０、第４回調査が１社、第５回調査は１社で
　　 ある。ポイント差は第５回調査と第４回調査との比較である（表２以下も同様）。
合　　計
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３．日本企業における企業倫理制度化の状況
アメリカの企業界においては、1970年代から本格的に取り組みが始まり、1980年代には
学問分野としても確立された企業倫理について、日本で企業倫理が問われるようになった
のは、1990年前後であり、「米国と比べて20年遅れ」と指摘される。「バブル崩壊」後、続
発した「企業不祥事」に、日本の企業界はようやくその重要性を認め、取り組みが行われ
るようになったのである。
本節では、1996年、1999年、2002年、2005年、2008年と5回に渡り、定期的に日本企業
における企業倫理の実情調査を実施してきている中野千秋らにおける「日本における企業
倫理制度化〔institution（筆者）〕に関する定期実態調査」の結果の概要を紹介する40。
表－３　制度化の状況と変動傾向（制度化されている割合、企業数）
第１回
企業数
（％）
第２回
企業数
（％）
第３回
企業数
（％）
第４回
企業数
（％）
第５回
企業数
（％）
ポイント差
企業倫理規範の制定
企業倫理教育の実施
企業倫理専門担当者の配置
企業倫理委員会の設置
レポーティング・システムの導入
外部の第三者によるチェック体制＊
地球環境問題専門組織の設置
社会貢献活動専門組織の設置
注）　＊：「外部の第三者によるチェック体制」については、第２回調査では「社外取締役」「社外監査役」「オンブ
　　 ズマン」「その他」から回答制限無しの複数回答形式になっていたが、比較分析のため択一回答の形に計算し
　　 直した。具体的には、４者の内２つが選択されていても選択数「１」として計算した。
25（22.3）
6（ 5.4）
8（ 7.1）
12（10.7）
6（ 5.4）
35（31.3）
70（62.5）
33（29.5）
49（51.0）
22（22.9）
28（29.5）
27（28.4）
24（25.3）
24（25.3）
59（61.5）
34（36.6）
89（79.5）
42（37.8）
53（47.7）
56（50.5）
48（43.2）
40（35.7）
88（79.3）
46（42.6）
142（94.0）
97（65.1）
115（76.2）
128（85.9）
123（80.9）
76（51.0）
128（84.8）
69（46.0）
73（98.6）
51（68.9）
63（85.1）
64（86.5）
67（91.8）
39（53.4）
61（82.4）
36（48.6）
＋4.6
＋3.8
＋8.9
＋0.6
＋10.9
＋2.4
－2.4
＋2.6
表－２　企業倫理確立に向けた取り組み姿勢の実態と変動傾向
第１回
企業数
（％）
第２回
企業数
（％）
第３回
企業数
（％）
第４回
企業数
（％）
第５回
企業数
（％）
ポイント差
１　とくに「企業倫理の確立」
ということを意識した努力
をしているわけではなく
個々の従業員の良識に任せ
ている。
２　「企業倫理の確立」に向け
て意識的に取り組んでいる
が、そのための特別な仕組
みを講じておらず、あくま
でも通常の経営システムの
範囲内で取り扱っている。
３　特別な仕組みを講じて「企
業倫理の確立」に向けての
取り組みに努めている。
31（ 27.7）
67（ 59.8）
14（ 12.5）
112合　計
15（ 15.6）
46（ 47.9）
35（ 36.5）
96
5（　4.5）
44（ 40.0）
61（ 55.5）
110
2（　1.3）
36（ 24.0）
112（ 74.7）
150
2（　2.7）
11（ 14.7）
62（ 82.7）
75
＋1.4
－9.3
＋8.0
̶
注）　第１回調査の無回答は１社、第３回調査の無回答は２社、第４回調査の無回答は２社、第５回調査の
　　 無回答は０である。
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表－1からは、企業倫理確立の必要性に関する意識は、回を重ねるごとに普及してきて
いる。
表－2からは、第1回調査において、「倫理確立の必要性」の認識はあるにもかかわらず、
具体的な施策を講じていなかったが（59.8％）、第5回の調査では82.7％の企業が「特別な
仕組みを講じて『企業倫理の確立』に向けての取り組みに勤めている」に転じている。ま
た、本調査では、第1回から第5回を通し、社長の属性に関し、創業者・創業家出身の社長
よりも「生え抜き、官庁・メインバンク・親会社等の出身である社長の場合には特別な仕
組みを講じて対応する」、また、株式公開状況について非上場企業よりも「上場企業ほど
〔企業倫理の確立に際し（筆者）〕特別な仕組みを講じている」傾向にあることが指摘され
ている。
実在事象
問題意識
実践施策
【発生契機】
事例分析
課題事項
制度化手法
教　育
研　究
実　務
【基本要素】 【活動分野】 【最終成果】
各種利害関係者
支持
NPO・NGO
連携・圧力
国　家
公的助成
業界
自主規制
個別企業
経営倫理 倫理的業績
企業倫理の専門領域 社会的支援体制
図表－２　企業倫理の実現に向けての社会的取り組み：企業倫理の社会的制度化
出所：中村瑞穂「企業倫理と“CSR”」、企業倫理研究グループ（代表　中村瑞穂）『日本の企業倫理─企業
　　　倫理の研究と実践─』、白桃書房、2007 年、167 頁を一部加筆。
90
表－3は、制度化の具体的内容についてであるが、「レポーティング・システムの導入」、
「企業倫理専門担当者の配置」が大きく伸びている。
これらの結果から、わが国の企業倫理に関して、制度化の必要性ならびに取り組みは進
展してきており、中野らによれば、｢『特別な仕組みを講じて倫理確立に取り組んでいる』
企業が8割を超えた今、我々グループとしては『制度化』に焦点を当てた調査は、今回の
第5回の調査をもって、その役割をほぼ果たし終えたように思う｣ということである。
しかし、「企業倫理の制度化」（institutionalization of business ethics）という場合、個
別企業内における取り組みだけではなく、それに対する社会的支援体制の確立、すなわち
「社会的制度化」41の構築もまた必要である。企業倫理の実現を個別企業の自発的努力のみ
に期待することは困難であり、社会からの支援体制の存在は欠くことができないのである。
すなわち①各種利害関係者の支持、②NPO・NGOとの連携ないし圧力、③国家からの公
的助成、④業界としての自主規制等―である。
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結
以上、日本における企業倫理について理論面および実践面から検討した。近年、日本に
おいても、企業活動の中に「善」を求める動向は、「企業倫理の制度化」や「企業の社会
的責任」への取り組みとして活発化してきた。
しかし、一方では、日本における企業倫理の理解に極めて限定性があることもうかがえ
る。たとえば、『CSR企業総覧　2009年度版』（東洋経済新報社2008年、12月）42の中では、
企業倫理は、「ガバナンス･法令順守･内部統制」の中に位置づけられており、そこでは、
法令遵守を起点とし、事実上、企業倫理の制度化の内容が、CSRのそれとして列挙され、
21項目のうち最後の2項目に、⑳「企業倫理方針の文書化・公開」、@1「倫理行動規定・規
範・マニュアル化の有無」と形式的に提示されている。また、一般的な理解としても、倫
理が「不祥事」等の制御、すなわち必要条件として有効的であることにのみ収斂してしま
い、積極的な活動、すなわち十分条件としての機能に対してはCSRに期待している傾向が
ある。
しかし、CSR活動を行う際にも、企業内部に企業倫理が確立されていなければ、その活
動は、短期的な競争戦略でしかありえない。現代社会における企業の維持存続の要因とし
て企業倫理の確立は必要不可欠なのである。
１ Gordon,R.A.&Howell,J.E.,Higher Education for Business, Columbia University Press,1959.
２ Pierson,F.C.et.al.,The Education of American Businessman,McGraw-Hill,1959.,
３ エプスタイン,E.M.（出見世信之訳）、「経営学教育における企業倫理の領域：過去・現在･未来」、
中村瑞穂（編著）『企業倫理と企業統治―国際比較―』、文眞堂、2003年、208-209頁。
４ 「応用倫理学」は、川本隆史によれば、「高踏的・閉鎖的な学術研究に対する反省や学生および市
民の意義申し立て（プロテスト）にうながされるようにして、1970年代以降に起こった倫理学の自
己革新運動の総称」である〔川本隆史「倫理学」、永井均･中島義道他（編集）『事典　哲学の木』、
講談社、2003年（第4版）987-988頁〕。
５ 中村瑞穂は、経営学におけるこれらの領域を「経営社会関係論」として理解し、以下において詳
細を述べている（中村瑞穂「経営社会関係論の形成」、『明大商学論叢』第77巻、第3･4号、1995年、
407-708頁）。
６ 経営者のprofession性に関しては、以下を参照。山口厚江「経営者のprofession性に関する一考察」、
作新学院大学『作新学院経営論集』第18号、2009年135-160頁。ならびに山口厚江「“profession”と
しての経営者」、黒川保美・赤羽新太郎（編）『CSRグランド戦略』、白桃書房、2009年、23-43頁を
参照。
７ 「新自由主義」は「小さな政府」が依拠する市場原理主義に基づく経済思想である。均衡財政･福
祉・公共サービスの縮小や、公共事業の民営化、経済の対外開放、規制緩和による競争促進、など
を含めた資本主義経済体制の体系である。
８ 従来、公的業務として運営されてきた事業（介護事業）の民間委託に関する社会的責任について
は以下を参照。「介護ビジネスの社会的責任―公的業務民間受託企業の視点からの考察―」、赤羽新
太郎（編著）『経営の新潮流―コーポレートガバナンスと企業倫理―』（専修大学商学研究所叢書）、
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白桃書房、2007年、90-108頁。
９ 中村瑞穂「企業倫理と“CSR”」、企業倫理研究グループ（代表　中村瑞穂）『日本の企業倫理―
企業倫理の研究と実践―』、白桃書房、2007年、155-156頁。
10 この段階における企業の社会的責任という語は、現在言われている「企業の社会的責任」（corpo-
rate social responsibility；CSR）とは理解が同一ではないため、CSRとは表記しない。
11 たとえば、以下の文献を参照。
・宮崎義一「地に落ちた企業像を回復するために」、『東洋経済』、1973年11月号、28-32頁、
・「企業機器の時代にどう対処するか」『東洋経済』、1973年11月号、4-11頁、
・野村総合研究所レポート『企業をとりまく危機的状況』（クライシス・シナリオ）、1973年。
12 エプスタインはその例として、「①企業としての南アフリカへの関わり方、②人口栄養ミルク
（infant formula）の事例に見られたような第三世界的条件のもとでの米国多国籍企業のマーケティ
ング、③黒人の所有する企業に対する投資ならびに支援、④女性および少数民族に対する積極的雇
用差別是正措置、⑤環境物質の処理に冠する企業行動」などを提示している（Epstein,E.M..,
“Business Ethics, Corporate Good Citizenship, the Corporate Social Policy Process :A View
from the United State”, Journal of Business Ethics, Vol.8, No.8, April, 1989, p.585、中村瑞穂、
前掲論文、1995年、407-417頁）。
13 Epstein,E.M..,ibid.,1989年,p.585、中村瑞穂、前掲論文、1995年、408頁。
14 Ackerman,R.N. and Bauer,R.A., Corporate Social Responsiveness :Modern Dilemma, Rston
Publishing,1976, p.9-10、中村瑞穂、前掲論文、1995年、410頁。
15 Ackerman,R.N. and Bauer,R.A., ibid.,1976,p.1-11、中村瑞穂、前掲論文、1995年、407-411頁。
16 Epstein,E.M..,ibid.,1989,p.589、中村瑞穂、前掲論文、1995年、411頁。
17 「日本的経営」（日本的労務慣行）は、終身雇用、年功賃金、企業内組合、という、いわゆる「三
種の神器」を特徴とする。昭和の初期から、熟練工の定着化を目的として終身雇用、年功賃金制度
はすでに各企業により採用されているが、終戦後、GHQによる財閥解体、労働組合の結成の推奨に
よる経済民主化政策とあいまって、日本企業は労使一体による経営と高度成長を目指し、企業内組
合が定着した。
18 たとえば、以下の文献を参照。
・ボストン・コンサルティング・グループ（編著）『日本経営の探求』、東洋経済新報社、1970年、
・Vogel,E.F., Japan As Number One: Lessons for America ,Harvard University Press,1979〔広
中和歌子･木本彰子（訳）『ジャパン・アズ・ナンバーワン』、1979年〕、
・Ouchi ,W.G., Theory Z: How American Business Can Meet the Japanese Challenge,
Addison-Wesley Publishing,1981〔徳山二郎（監訳）『セオリーZ―日本に学び、日本を超える―』、
CBSソニー出版、1981年〕、
・Pascale,R.T.and Athos,A.G., The Art of Japanese Management, Grand Central Publishing〔深
田祐介（訳）『ジャパニーズ・マネジメント―日本的経営に学ぶ―』、講談社、1981年〕、
・Peters,T.J. and Waterman,R.H., In Search of Excellence: Lessons from Americas Best Run
Companies, Grand Central Publishing, 1988 〔大前研一（訳）『エクセレント・カンパニー』、
講談社、1983年〕。
19 「修正資本主義」は第2次世界大戦後、GHQにより推進された「経済の民主化」の潮流に、経済同
友会も、同会としての見解を明確にする必要が求められ設立した経済民主化委員会（委員長：大塚
万丈）が、1947年8月に「修正資本主義の構想」の中で起草した概念である。資本主義と社会主義
の中間形態ないし混合形態、すなわち、「企業民主化」の根源的概念であり、社会保障や計画的な
経済政策の採用に立脚する。しかし、それは万仲脩一によれば「単にこの二つの経済体制が混在す
ることを意味するのではなく、それ自体独自の歴史的意義を有する一般的な制度としての中間形態
でなければならない。しれは、資本主義の社会主義化の意味での資本主義の『修正』であり、した
がって『資本主義』という名称はふくんではいるものの、『実質的には資本主義と社会主義の止揚
者』であると考えられている」（万仲脩一「わが国の復興・再建期における企業民主化の構想」、大
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阪産業大学学会『大阪産業大学経営論集』第1巻、第2号、2000年、32-33頁）。
20 中村瑞穂「企業倫理と『日本的経営』」、明治大学『明治大学社会科学研究所紀要』第37巻第1号、
1998年、21-23頁。
21 中村瑞穂「公害問題と株式会社制度」、武蔵大学論集20巻、第4.5.6号、1963年、29-44頁。
23 フレデリック（Frederick,W.C.）は、1970年代初頭における企業の社会的責任を、「激動の60年代」
への反省を経ての社会への利益の還元、すなわち、企業による寄付や芸術・文化支援活動（m-ece´nat；
メセナ）など、その中心的な考えが「企業の社会貢献」、もしくは事後的な対処に関する責任であ
ったとし、それを企業の社会的責任＝CSR１（corporate social responsibility）と表現する。ただし、
この、企業の社会的責任という語は、現在においてグローバルにまで共通に理解されてきている専
門用語（technical term）としての「企業の社会的責任」ないしCSRの内容とは同一ではなく、極
めて多様な概念を包括している。それに対し1970年代中葉においては、企業がかかわってきた課題
事項（issue）への即応的（responsive）な対処がその中心概念となる社会的即応性＝CSR２（corpo-
rate social responsiveness）が台頭する。そして1980年代には、「①実在事象としての企業の反社
会的行動、②問題意識の基盤をなした市民的権利意識、③実践施策による問題解決の可能性を確信
させる歴史的な経験」という直接的契機にもとづき、企業と社会との関係において企業倫理の必要
不可欠性が求められ、それへの取り組みが急速に展開されることとなった。それは社会問題に対す
る感受性を高め、具体的に課題事項を分析することを通し、深刻な問題への発展の回避のための実
践に、企業における道徳性（morality）ないし倫理（ethics）の絶対的な重要性が求められたので
ある。そしてこれが、企業の社会的道義すなわち企業倫理＝CSR３（corporate social rectitude）
である（Frederick,W.C., From  CSR１to CSR２:The Maturing of Business and Society Thought,
Business and Society Nol.33,No.2,August,1994,pp.150-164./Towards CSR３:Why Ethical Analysis
Is Indispensable and Unavoidable in Corporate Affaires, California Management Review,
Winter,1986,p.131）。
24 Freeman, R.E. Strategic Management:, A  Stakeholder Approach, Harpercollins College Div
1984, pp.31-60. Evan,W. & Freeman,R. ,“A Stakeholder Theory of Modern Corporation :
Kntian Capitalism”in Beauchamp,T. & Bowie,N., Ethical Theory and Business（eds.）, 3rded.,
Prentice-Hall,1988,p.76-90.
25 たとえば、「証券スキャンダル」（銀行の不正融資の続々発覚）（91年）、東京佐川事件（92年）、
ゼネコン汚職、金丸信自民党副総裁逮捕（93年）、大蔵省過剰接待の問題化、大和銀行ニューヨー
ク支店巨額損失事件、薬害エイズ事件（94年）、住友商事の巨額損失、高島屋総会事件（96年）、野
村證券の総会屋事件、第一勧銀の経営者逮捕、ゼネコン談合入札、三洋証券・山一證券・北海道拓
殖銀行経営破綻、大蔵省・日銀幹部汚職摘発（97年）、日本長期信用銀行・日本債権信用銀行経営
破綻（98年）等がある。
26 詳細は、中村瑞穂「ビジネス・エシックスと公益」、日本公益学会『公益学研究』第1巻第1号、
2001年、3-5頁を参照。
27 経済団体連合会『経団連企業行動憲章』、1991年9月24日。
28 経済団体連合会『経団連企業行動憲章』、1996年12月17日。
29 盛田昭夫「『日本型経営』が危ない―『良いものを安く』が欧米に批判される理由―」、文芸春秋
社『文芸春秋』、1992年、2月号、94-103頁。
30 中村瑞穂「日本の企業倫理と企業統治」、中村瑞穂編著『企業倫理と企業統治―国際比較―』、文
眞堂、2003年、146頁。-
31 日本経済団体連合会『企業行動憲章―社会の信頼と共感を得るために―』、2002年10月15日。
32 日本経済団体連合会『CSR推進にあたっての基本的考え方』、2004年2月17日。
33 日本経団連は、当初、ISOによるCSRの国際規格化に対しては反対を表明していたが、その後、
2004年6月21日～22日にかけてスウェーデンで開催された「国際標準化機構（ISO）社会的責任
（social responsibility；SR）国際会議」において、日本企業がSRに向けた世界的潮流の中で孤立し
てしまう懸念から、課題は残しつつも、実質的には賛成に転じた（深田静夫「劇的な展開を見せた
94
国際対話―国際標準化機構（ISO）社会的責任（SR）国際会議報告―」、日本経済団体連合会『経
済Trend』、2004年9月号、58-59頁）。
34 経済同友会『経済同友会十五年史』、1962年、391-397頁。
35 経済同友会経営方策審議会編『新しい経営理念―日本風土における経営哲学―』1965年3月、30-
31頁。
36 木川田一隆「社会開発と国際化の十年―昭和四五年年頭見解―」、経済同友会『経済同友』1970
年1月。
37 Committee for Economic Development（CED）,Social Responsibilities of Business Corporation:
A Statement on National Policy by the Research and Policy Committee of the Committee for
Economic Development , June 1971, 1971,pp.11-16.経済同友会編訳『企業の社会的責任』、鹿島出
版会、1972年、9-18頁。なお、CEDレポートにおける企業の社会的責任に関する見解の詳細につい
ては、中村瑞穂、前掲論文、1995年、101-103頁を参照。
38 経済同友会『経済同友』、1972年2月号および経済開発委員会（CED）（著）経済同友会（訳）『企
業の社会的責任』、鹿島出版会、1972年、¡-∞頁。
39 高宮晋（編著）『木川田一隆の経営理念』、電力新報社、1978年、611-619、648頁。
40 詳細は、以下を参照。
・中野千秋･山田敏之・野村千佳子「第1回･日本における企業倫理制度化に関する定期実態調査報
告」、日本経営倫理学界『日本経営倫理学界誌』第5号、1998年、151-163頁、
・中野千秋･山田敏之・福永雅彦「第2回･日本における企業倫理制度化に関する定期実態調査報告」、
日本経営倫理学界『日本経営倫理学界誌』第7号、2000年、211-232頁、
・中野千秋･山田敏之･福永雅彦・野村千佳子･長塚皓右「第3回･日本における企業倫理制度化に関
する定期実態調査報告」、日本経営倫理学界『日本経営倫理学界誌』第10号、2003年、39-57頁、
・中野千秋･山田敏之･福永雅彦「第4回･日本における企業倫理制度化に関する定期実態調査報告」、
日本経営倫理学界『日本経営倫理学界誌』第13号、2006年、91-103頁、
・中野千秋･山田敏之･福永雅彦・野村千佳子「第5回･日本における企業倫理制度化に関する定期実
態調査報告」、日本経営倫理学界『日本経営倫理学界誌』第16号、2009年、145-159頁。
41 中村瑞穂「企業と社会―関係様式の変遷―」、作新学院大学経営学研究グループ（代表　中村瑞
穂）『経営学―企業と経営の理論―』、白桃書房、2003年、16-18頁。
42 東洋経済「CSR調査」は2005年以降、毎年実施されている。2009年度版では、全上場企業（3912
社）、未主要上場企業（70社）に調査票を送付し、回答のあった1084社（上場1023社、未上場61社）
のCSRデータを取りまとめている。データ項目は、1.会社基本データ、2.CSR&財務評価･格付け、
3.CSR基本対応、4.ガバナンス･法令順守･内部統制、5.雇用･人材活用、6.消費者･取引際対応、7.社会
貢献、8.環境―となっている。
